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（独）日本学生支援機構の業務 
 

 

日本学生支援機構の概要 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学等が学生等に対して行なう修学、進
路選択その他の事項に関する相談及び指
導についての支援

留学生交流の推進を図るための事業

教育の機会均等に寄与するために学資の貸与
その他学生等の修学の援助

奨学金貸与事業 学生生活支援事業

留学生支援事業

大学等が学生等に対して行なう修学、進
路選択その他の事項に関する相談及び指
導についての支援

留学生交流の推進を図るための事業

教育の機会均等に寄与するために学資の貸与
その他学生等の修学の援助

奨学金貸与事業
教育の機会均等に寄与するために学資の貸与
その他学生等の修学の援助

奨学金貸与事業 学生生活支援事業

留学生支援事業

我が国の大学等において学ぶ学生等に対する適切な修学の環境を整備し、もって次代の社会を
担う豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成に資するとともに、国際相互理解の増進に寄与。

我が国唯一の学生支援ナショナルセンターとして、国の施策と密接に連携しつつ、奨学金貸与
事業、留学生支援事業及び学生生活支援事業を総合的に実施。

独立行政法人 日本学生支援機構
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【日本学生支援機構へ移管する業務】

文部科学省

等
国立大学

※下記事業に係る共通的・基盤的業務
○学生（含：留学生）交流・相談
○学生支援業務関連研修

等

○奨学金の貸与・回収
○奨学生に対する助言・指導 等

○留学交流推進事業
◆日本語教育能力検定試験等
◆冠奨学金事業 等

○留学生宿舎の設置・運営 高等学校及び専修学校高等課程の生徒に
○留学生交流推進事業 対する奨学金の貸与・回収
◆学生教育研究災害傷害保険等
◆冠奨学金事業 等

○日本語予備教育

○留学生宿舎の設置・運営 等

◆日本語教育能力検定試験等
○日本語予備教育 ◆留学生宿舎等の管理運営（業務受託）
○留学生宿舎の設置・運営 等 ◆冠奨学金事業

等

○は、本機構が承継した業務を、◆はそれ以外の業務を示しています。

（財）国際学友会

○留学生宿舎の設置・運営

○留学生への奨学金給付

（財）日本国際教育協会

（財）内外学生センター

（平成17年度入学者から）

◆学生教育研究災害障害保険等

独立行政法人日本学生支援機構の設立の概要

※ 下記の学生支援業務を総合的かつ
合理的・効果的に実施

【学生への奨学金貸与】
○奨学金の貸与・回収
○奨学生に対する助言・指導

【留学生への奨学金給付】
○私費外国人留学生等学習奨励費給付事業
○先導的留学生交流プログラム支援事業
○短期留学推進事業

【留学生交流事業】
○留学生宿舎の設置・運営
○日本留学試験
○日本語予備教育
○留学生宿舎設置者に対する助成金支給
○留学交流推進事業

【学生支援事業】
○学生支援業務関連研修
○情報等収集提供事業
○調査研究

等

○学生関連調査・学生支援業務関連研修

○日本留学試験

（財）関西国際学友会

文部科学省・国立大学

日本 育英 会

日本学生支援機構

都道府 県

留学生関係公益法人

（財）日本国際教育支援協会
＜（財）日本国際教育協会を改組＞
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平成１６年４月１日設立
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【日本学生支援機構組織図（平成 18 年度）】 

 
政策企画部 35

政策企画委員会
総務部 29

参与　4

施設整備推進室 5

財務部 30
理事長 理事　4

情報部 22

奨学事業部 126

監事 1　(1)
留学生事業部 41

役員 7
参与 4
本部 424 　　　　タイ事務所
支部 98 　　　　マレーシア事務所

　　　　インドネシア事務所
　　　　韓国事務所

　　 留学情報センター　　
10

学生生活部 40

奨学事業相談センター  33

日本語教育センター  50

　　　東京日本語教育センター 30

　　　大阪日本語教育センター 19

東京国際交流館 7

支部総括室　 6

(地方ブロック支部) 98 北海道支部
東北支部
関東甲信越支部
北陸支部
東海支部
京都支部
大阪支部
　　神戸事務所
中国支部
四国支部

※（）書きの数字は非常勤職員数で外数である。 九州支部
※　事業所数は26（海外事務所を含む） 　　大分事務所
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国際交流会館等 

１．制度・業務の現状 

  住居費が極めて高い我が国において、優れた留学生を受入れていくためには、低廉で
良質な宿舎を供給することが必要不可欠であることから、全国に１７館の国際交流会館
等を設置し、約３，０００戸の留学生等の宿舎を提供するとともに、主として国費留学
生を優先的に受入れるなど、国の重要な留学生施策の一翼を担っている。 
  また、これらの国際交流会館は、単なる宿舎としての機能だけではなく、地域の国際
交流拠点として様々な交流事業（地域と異文化交流を目的とした会館祭、スポーツ大会、
スピーチコンテスト等）を実施し、地域交流における留学生宿舎・国際交流施設の先導
的・モデル的な役割を担うとともに、地域の交流事業に関する中心的な役割も果たして
いる。 
 
 

２．組織体系 

国際交流会館の管理運営業務は、財団法人日本国際教育支援協会に一括して委託して
いたが、平成１８年度からは、国際交流会館の管理運営の一層の効率化を図る観点から、
施設の警備、清掃、寝具リースについて一般競争入札を取り入れている。 
また、交流事業については、日本学生支援機構の各支部が企画・実施している。 

 
【各交流会館等の運営体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

支部 職員数（人）
北海道支部 1

組織名 職員数（人）
日本語教育センター

東京国際交流館 留学生・研究者用宿舎 2

1

関東甲信越支部

大阪日本語教育センター留学生寮 1

1

1

1

北陸支部 1

京都支部

東京日本語教育センター留学生寮

仙台第二国際交流会館

祖師谷国際交流会館

東京国際交流会館

駒場国際交流会館

金沢国際交流会館

1

施設名

札幌国際交流会館

施設名

大阪第二国際交流会館

1

大阪支部 大阪第一国際交流会館 1

1

東北支部 仙台第一国際交流会館 1

京都国際交流会館

中国支部 広島国際交流会館 1

神戸事務所 兵庫国際交流会館 1

　　大分事務所 大分国際交流会館 1

九州支部 福岡国際交流会館 1
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３．業務量に関する指標（平成１７年度実績） 

 

（１）国際交流会館等の入居者の状況 
 

 

 
 
 
 
【参考：留学生宿舎の状況（平成１７年５月１日現在）】 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

※東京国際交流会館及び大阪第一国際交流会館については、工事等の都合により一部入居を制限 

 
 

【参考：日本への留学後の苦労（複数回答形式）】 
 
１位 物価が高い（７４．８％） 
２位 日本語の習得（４４．５％） 
３位 日常生活における母国の習慣（生活習慣、宗教上の習慣等との違い）（３３．７％） 
４位 宿舎等を探すこと（２５．１％） 
５位 学校内で日本人学生と交流できないこと（２４．３％） 
６位 学校の授業についていくこと（１５．３％） 
７位 英語の習得（１３．０％） 
８位 宿舎等におけるルール（ゴミだし等）を守ること（８．９％） 
９位 学校の教員、職員とのコミュニケーションが取れないこと（７．８％） 
10 位 その他（２．３％） 

 

『出典：平成１７年度 私費外国人留学生生活実態調査（日本学生支援機構）』

①学校が設置する留学生宿舎
 

②公益法人等が設置する留学生宿舎
 

③学校が設置する一般学生寮
 

          87校
          15校

294校

国立大学等 
公立大学 
私立大学等 

   6,426人
   219人
    8,084人

日本学生支援機構設置留学生宿舎
公益法人設置留学生宿舎
地方公共団体設置留学生宿舎
公営住宅等 
民間企業の社員寮 

2,352人
797人
1.337人
1,771人
795人

国立大学等 
公立大学等 
私立大学等 

  2,574人
      126人
    2,292人

105校
25校
 232校

（12.1%）
 

（4.1%）
（100.0%）

留学生総数

121,812人

26,773人
 22.0%
 

民間宿舎・アパート等

95,039人（78.0%）

14,729
7,052 

4,992 
（5.8%）

会館 居室数
平均
入居数

平均
入居率

札幌国際交流会館 50 45 91.0

仙台第一国際交流会館 57 52 92.1

仙台第二国際交流会館 79 72 91.2

東京国際交流会館 282 248 98.7

駒場国際交流会館 314 273 87.1

祖師谷国際交流会館 362 328 90.6

東京国際交流館 796 677 85.0

東京日本語教育センター留学生寮 149 134 89.8

金沢国際交流会館 49 46 93.2

京都国際交流会館 80 68 85.0

大阪第一国際交流会館 259 203 89.5

大阪第二国際交流会館 40 37 92.7

大阪日本語教育センター留学生寮 54 48 88.3

兵庫国際交流会館 197 183 92.8

広島国際交流会館 41 38 92.1

福岡国際交流会館 54 52 95.5

大分国際交流会館 204 179 88.0

合　　計 3,067 2,683 89.2
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（２）国際交流会館等における各種交流プログラムの実施状況 
 

国際交流会館の施設を中心に、地域、大学関係者及び公益法人等との連携・協力によ
り、次のプログラム等を実施した。 
① 各種地域交流事業（地域文化施設見学会、国際理解講座、日本文化紹介プログラ
ム等） 
② 文化祭 
③ スポーツ大会 
④ 外国人留学生講師派遣 
⑤ ボランティアを活用した各種文化教室等 

 
（３）関連予算額 １，６０４百万円（平成１８年度予算） 

 

４．官民競争入札等の対象とすることについての意見 

日本学生支援機構が設置する国際交流会館等は、国の留学生政策に基づき、①主として
国費留学生を優先的に受け入れるという施設の性質とともに、②地域交流における留学生
宿舎・国際交流施設の先導的・モデル的な役割を担い、地域の交流事業に関する中心的な
役割を果たすという性質上、国及び関係機関と密接に連携するとともに、その施設運営を
継続的、安定的に実施する必要があるため、公的機関である独立行政法人が設置・運営を
行う必要があり、今回要望のあった包括的な民間への管理運営委託を行うことは適当では
ない。 
 
一方、国際交流会館の管理運営のうち、施設の警備、清掃、寝具リースについては、一
般競争入札による外部委託を積極的に実施している。また、入退去手続き、在館生の生活
指導、会館窓口業務、交流事業の実施補助等の留学生生活支援業務については、留学生業
務に関する必要な経験とノウハウを有する財団法人日本国際教育支援協会に委託してい
る。 
 
各国際交流会館は、旧留学生関係公益法人※が所有していた留学生寄宿舎を独立行政法

人設立時に承継した経緯があり、その管理運営は当該法人から留学生交流や福祉等に関
するノウハウ及び人材を引き継いでいることから、当該法人に委託するのが効率的・安
定的である。 
 
 
なお、日本学生支援機構が在館生を対象に行ったアンケート調査（「会館スタッフ等の
対応についての満足度」）では、満足又はやや満足と回答した者の割合が９４．１％と本
調査項目の中で最も高い数値を示している。 

 
※）p2「独立行政法人日本学生支援機構の設立の概要」を参照。 
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５．外部資源の活用状況 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
国際交流会館の管理運営業務の一層の効率化を図る観点から、施設の警備、清掃、寝

具リースについて一般競争入札による外部委託を積極的に実施。 

 
委 託 先：財団法人日本国際教育支援協会 
委託内容：留学生生活支援業務・・・入退去手続き、在館生の生活指導、会館窓口業務、 

交流事業の実施補助 
     施設維持管理業務・・・施設の清掃、警備、設備保守等 

平成１８年度から 

平成１７年度まで 



平成１７年度国際交流会館等 館別支出状況

  （単位：千円）

区　　分 札幌国際交流会館 仙台第一国際交流会館 仙台第二国際交流会館 東京国際交流会館 駒場国際交流会館 祖師谷国際交流会館 東京国際交流館 東京日本語教育センター 金沢国際交流会館

計 28,574 38,933 31,971 80,095 158,897 91,048 686,675 44,964 30,946

 （単位：千円）

区　　分 京都国際交流会館 大阪第一国際交流会館 大阪第二国際交流会館 大阪日本語教育センター 兵庫国際交流会館 広島国際交流会館 福岡国際交流会館 大分国際交流会館 合計

計 53,372 92,883 36,189 65,521 85,036 31,225 34,283 55,704 1,646,316

注）東京国際交流館については、プラザ平成を除く。




